
  総  ‐  １   

令和３年５月２７日 

教 育 委 員 会 資 料 

 

 

 

意見の聴取について（臨時代理） 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条に基づく意見の聴取について、東京

都板橋区教育委員会の権限委任に関する規則第３条第１項の規定により、教育長が臨時に

代理処理し、区長原案に同意したことを報告する。 

  

 

記 

 

 

１ 臨時代理の件名 

  意見の聴取について 

 

２ 内容 

  別紙のとおり 

 

３ 決定日 

  令和３年５月２１日 

 

 



３ 板 教 総 第 ４ １ ８ 号 

令 和 3 年 5 月 ２ １ 日 

 

板橋区長 

  坂 本  健  様 

 

板橋区教育委員会 

教育長 中 川 修 一 

     （公印省略） 

  

 

意見の聴取について（回答） 

 

 令和３年５月２０日付３板総総第１８０号により意見聴取のあった下記案件

については、区長原案に同意します。 

 

記 

 

１ 令和３年度東京都板橋区一般会計補正予算（第２号） 

２ 東京都板橋区立幼稚園条例の一部を改正する条例 



令 和 ３ 年 度 

 

 

東京都板橋区補正予算 

 

 

一 般 会 計  (第 2号) 

 

 

 

 

 

 

 

 

東 京 都 板 橋 区 
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令 和 ３ 年 度 

 

 

東京都板橋区補正予算 

 

 

一 般 会 計  (第 2号) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



議案第３７号 

 

 

令和３年度東京都板橋区一般会計補正予算(第２号) 

 

 

令和３年度東京都板橋区の一般会計補正予算(第２号)は、次に定めるところによる。 

 

 

(歳入歳出予算の補正) 

 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,950,000 千円を追加し、歳入歳出予算の 

 

総額を歳入歳出それぞれ 224,144,000 千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算 

 

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

(債務負担行為) 

 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、 

 

 期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

 

 

令和３年６月１日提出 

 

 

                          東 京 都 板 橋 区 長 

                             坂   本    健 
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第１表

項 補正前の額 補　正　額

 千円  千円  千円

歳　入

国庫支出金 53,446,191

款

歳　入　歳　出　予　算　補　正

計

14 52,050,262 1,395,929

1 国庫負担金 47,507,721 421,740 47,929,461

2 国庫補助金 4,524,090 974,189 5,498,279

都支出金 19,488,42015 19,270,111 218,309

2 都補助金 6,596,567 218,309 6,814,876

繰入金 8,750,45318 8,435,501 314,952

1 繰入金 8,435,501 314,952 8,750,453

1,377,633

諸収入 2,699,56220 2,678,752 20,810

222,194,000歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 1,950,000 224,144,000

6 雑入 1,356,823 20,810
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補正前の額 補　正　額 計

 千円

歳　出

21,890,816160,55221,730,2642 総務費

 千円  千円

款 項

7,958,3892 総務管理費 7,838,043 120,346

7,711,1884 区民文化費 7,670,982 40,206

132,451,030623,759131,827,2713 福祉費

15,988,7132 高齢福祉費 15,984,721 3,992

51,225,8503 児童福祉費 50,606,083 619,767

9,104,582857,6808,246,9024 衛生費

9,104,5821 保健所費 8,246,902 857,680

8,613,56944,6418,568,9285 資源環境費

5,570,7123 収集処分費 5,526,071 44,641

3,141,889252,6432,889,2466 産業経済費

3,002,7621 産業振興費 2,750,119 252,643

13,394,0667113,393,9957 土木費

2,357,7093 緑化対策費 2,357,638 71

30,978,46210,65430,967,8088 教育費

4,246,0341 教育総務費 4,237,154 8,880

11,150,3472 小学校費 11,157,224 △6,877

7,528,5043 中学校費 7,541,892 △13,388

3,023,7334 幼稚園費 3,007,313 16,420

5,029,8445 社会教育費 5,024,225 5,619
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 222,194,000 1,950,000 224,144,000
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千円

第２表

債 務 負 担 行 為
事 項 期 間 限 度 額

志 村 小 学 校 ・
志 村 第 四 中 学 校 及 び
上 板 橋 第 一 中 学 校
改築基本構想・計画策定

令和４年度 20,265
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令 和 ３ 年 度 

 

 

東京都板橋区補正予算説明書 
 

 

一 般 会 計  (第 2号) 

 

 

 

 

 

 

 





 

 

 

 

 

一   般   会   計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

 

 

 

 

歳    入 
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歳    出 
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給 与 費 明 細 書

１ 　一　般　職

（１）　総  括

1,968       185           

0             0             0               

計 68,385      642,388    121,142    4,271       2,518,645 132,070    

補 正 額 0             2,418       0             0             0             

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正前の額 68,385      639,970    121,142    4,271       2,518,645 132,070    1,968       185           

426,376    182,587    13,084       

職 員 手 当 等 の 内 訳

区 分
特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

休 日 給
夜 勤 手 当

宿 日 直
手 当

退 職 手 当

計 224,999    2,700,111 3,889,812 2,836,806 123,932    

児 童 手 当
単 身 赴 任
手 当

管理職員特別
勤 務 手 当

補 正 額 0             0             2,021       0             0             0             0             0               

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正前の額 224,999    2,700,111 3,887,791 2,836,806 123,932    426,376    182,587    13,084       

※ （　）内は短時間勤務職員数の外書きである。（給与費等の各経費には短時間勤務職員分を含む。）

職 員 手 当 等 の 内 訳

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
管 理 職
手 当

通 勤 手 当 住 居 手 当
初 任 給
調 整 手 当

17,201        4,843          22,044          
0                

計
(1,491)

1,864,774    13,161,511  13,886,761  28,913,046  5,573,947    34,486,993    
3,398          

補 正 額
(10)

12,762        0                4,439          

補正前の額
(1,481)

1,852,012    13,161,511  13,882,322  

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,569,104    34,464,949    
3,398          

28,895,845  

区　　　 分 職　 員　 数
給 与 費

共 済 費 合　　　　計
報　　　　酬 給　　　　料 職員手当等 計
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ア　会計年度任用職員以外の職員

職 員 手 当 等 の 内 訳

補 正 額

計

2,683,712 

千円 千円 千円

補 正 額

計

224,999    2,683,712 

224,999    

0             0             

区 分

補正前の額

時 間 外
勤 務 手 当

休 日 給
夜 勤 手 当

単 身 赴 任
手 当

0             

3,475,498 

管理職員特別
勤 務 手 当

児 童 手 当

0               0             0             

2,836,806 123,932    419,133    182,587    13,084       

182,587    13,084       

－              

－              13,075,110  

0                2,418          

千円千円 千円千円

職 員 手 当 等 の 内 訳

区　　　 分

補 正 額

計

通 勤 手 当

千円 千円

13,075,110  補正前の額

住 居 手 当

合　　　　計
計

共 済 費
給 与 費

千円

職　 員　 数
報　　　　酬 給　　　　料 職員手当等

人 千円 千円 千円

3,398          
－              

(0)

0                

千円 千円

扶 養 手 当

千円

地 域 手 当

※ （　）内は再任用短時間勤務職員数の外書きである。（給与費等の各経費には再任用短時間勤務職員分を含む。）

千円

13,441,647  
(208)

31,407,139    4,890,382    26,516,757  

2,418          0                

13,444,065  

2,418           

26,519,175  4,890,382    31,409,557    
(208)

3,398          

千円 千円 千円

132,070    1,968       185           

区 分 期 末 手 当 勤 勉 手 当
管 理 職
手 当

補正前の額

0             

千円

3,475,498 2,836,806 123,932    

千円

宿 日 直
手 当

退 職 手 当

419,133    

初 任 給
調 整 手 当

0             

特 殊 勤 務
手 当

118,875    4,271       66,224      

0             

66,224      642,076    

2,418       

639,658    

185           118,875    1,968       

0             0             0             0               

4,271       2,518,645 

2,518,645 

0             0             

132,070    
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イ　会計年度任用職員

0             0               

※ （　）内は会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占
める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員の外書きである。（給与費等の各経費には短時間勤務職員分
を含む。）

0             0             0               

計 2,161       312          2,267       0             0             0             

補 正 額 0             0             0             0             0             

千円

補正前の額 2,161       312          2,267       0             0             0             0             0               

児 童 手 当
単 身 赴 任
手 当

管理職員特別
勤 務 手 当

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

7,243       0             0               

職 員 手 当 等 の 内 訳

区 分
特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

休 日 給
夜 勤 手 当

宿 日 直
手 当

退 職 手 当

計 0             16,399      414,314    0             0             

補 正 額 0             0             2,021       0             0             0             0             0               

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正前の額 0             16,399      412,293    0             0             7,243       0             0               

職 員 手 当 等 の 内 訳

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
管 理 職
手 当

通 勤 手 当 住 居 手 当
初 任 給
調 整 手 当

計
(1,283)

1,864,774    86,401        442,696      2,393,871    683,565      3,077,436     
0                

678,722      3,057,810     
0                

補 正 額
(10)

12,762        0                2,021          

補正前の額
(1,273)

1,852,012    86,401        440,675      2,379,088    

14,783        4,843          19,626          
0                

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

区　　　 分 職　 員　 数
給 与 費

共 済 費 合　　　　計
報　　　　酬 給　　　　料 職員手当等 計
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（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

千円 千円 千円

職 員 手 当 等           4,439           4,439 期末手当       2,021

時間外勤務手当       2,418

備 考区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

子育て世帯生活支援
特別給付金の支給及
び会計年度任用職員
緊急雇用対策に伴う
増加分
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債 務 負 担 行 為 調 書

事 項 限度額

令和２年度 令和３年度以降の

支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
末 ま で の

支出見込額 特 定 財 源

一般財源

千円 千円 千円

期間 金 額 期 間 金 額
国・都

特別区債

令和４年度 20,265 0

その他
支出金

千円 千円 千円

志 村 小 学 校 ・
志村第四中学校及び
上 板 橋 第 一 中 学 校
改築基本構想・計画策定

0 0 20,265

千円

20,265
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議案第５０号 

東京都板橋区立幼稚園条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

令和３年６月１日 

提出者 東京都板橋区長 坂 本  健 

 

東京都板橋区立幼稚園条例の一部を改正する条例 

 東京都板橋区立幼稚園条例（昭和４６年板橋区条例第２７号）の一部

を次のように改正する。 

 第１条中「別表」を「別表第１」に改める。 

第２条中「満４歳」を「満３歳」に改める。 

 第４条の見出しを「（保育料及び預かり保育利用料）」に改め、同条

第２項中「保育料」の次に「及び預かり保育利用料」を加え、同項ただ

し書中「または」を「又は」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１

項の次に次の１項を加える。 

２ 預かり保育（幼稚園の教育課程に係る教育時間（以下「教育時間」

という。）外に当該幼稚園に在籍する幼児を対象として行う保育をい

う。以下同じ。）を利用する者は、別表第２に定める額の預かり保育

利用料を納付しなければならない。 

 第５条の見出し中「保育料」の次に「及び預かり保育利用料」を加え、

同条中「保育料」の次に「及び預かり保育利用料」を加え、「または」

を「又は」に改める。 

別表中「別表」を「別表（第１条関係）」に改め、同表を別表第１と

し、同表の次に次の１表を加える。 

別表第２（第４条関係） 

各月初日の幼児の属する世帯の階層区分 預かり保育利用料 

（１回） 階層区分     定義及び条件 

Ａ階層 生活保護法（昭和２５年法律第１ 標準利用 無料 
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４４号）による被保護世帯並びに

中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３

０号）第１４条第１項及び第３項

に規定する支援給付（中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律

の一部を改正する法律（平成１９

年法律第１２７号）附則第４条第

１項に規定する支援給付並びに中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進

及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律の一部を改正する法律（

平成２５年法律第１０６号）附則

第２条第１項及び第２項の規定に

よりなお従前の例によることとさ

れる支援給付を含む。）受給世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

延長利用 無料 

Ｂ階層 Ａ階層を除き当年度分の特別区民

税又は市町村民税非課税世帯（特

別区民税又は市町村民税所得割非

課税世帯を含む。） 

標準利用 無料 

延長利用 無料 

Ｃ階層 

 

Ａ階層を除き当年度分の特別区民

税又は市町村民税所得割課税世帯 

標準利用 ６００円 

（長期休

業中の実

施日にお

ける全日

利用にあ
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備考 

っては、

１，２０

０円（長

期休業中

の実施日

における

半日利用

にあって

は、６０

０円）） 

延長利用 ３００円 

１ この表において「長期休業中の実施日」とは、東京都板橋区立

学校の管理運営に関する規則（昭和５３年板橋区教育委員会規則

第６号）に定める休業日のうち、教育委員会が別に定める預かり

保育を実施する日をいう。 

２ この表において「標準利用」とは、教育時間終了時から午後５

時まで（長期休業中の実施日における全日利用にあっては午前９

時から午後５時まで、長期休業中の実施日における半日利用にあ

っては午前９時から午後１時まで又は午後１時から午後５時まで

の間の利用をいい、「延長利用」とは、午前７時３０分から午前

９時まで又は午後５時から午後６時３０分までの間の利用をいう 

３ この表における特別区民税額又は市町村民税額の計算について

は、東京都板橋区保育所等の保育費用に関する条例（平成９年板

橋区条例第１４号）に規定する保育費用に係る特別区民税額又は

市町村民税額の計算の例による。 

４ 幼児の属する世帯の階層区分を保護者が証明することができな

い場合は、当該世帯については、Ｃ階層に属するものとみなして

この表の規定を適用する。 

） 

。  
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５ この表の規定の適用に際し、４月１日から８月３１日までの利

用に係る預かり保育利用料の額を決定する場合においては、同表

中「当年度分」とあるのは、「前年度分」と読み替えるものとす

る。 

付 則 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、次項の規定

は、公布の日から施行する。 

２ この条例を施行するために必要な準備行為は、この条例の施行前に

おいても行うことができる。 

 

（提案理由） 

区立幼稚園に入園できる者の資格を改め、預かり保育に係る規定を加

えるほか、所要の規定整備をする必要がある。 



東京都板橋区立幼稚園条例改正概要 

 

１ 改正理由 

  区教育委員会は、「区立幼稚園あり方検討最終報告」において、保護者及び社会

のニーズに応えるため、区立幼稚園における３歳児保育及び預かり保育を実施する

必要があると結論づけ、令和２年１１月に議会報告を行ったところである。 

これを踏まえ、令和４年度より、区立幼稚園において３歳児保育及び預かり保育

を開始するため、条例を改正する。 

 

２ 改正概要 

⑴ 入園資格を「年齢満４歳から小学校就学の始期に達するまで」から「年齢満３

歳から小学校就学の始期に達するまで」に変更する（第２条関係）。 

⑵ 預かり保育及び預かり保育利用料の規定を新たに設ける（第４条、第５条、別

表第２関係）。 

⑶ 所要の規定整備 

 

３ 施行期日 

令和４年４月１日 
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東京都板橋区立幼稚園条例 新旧対照表 

 

新 旧 

○東京都板橋区立幼稚園条例 ○東京都板橋区立幼稚園条例 

昭和46年11月24日東京都板橋区条例第27号 昭和46年11月24日東京都板橋区条例第27号 

（設置） （設置） 

第１条 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に定める幼稚園を別表第

１のとおり設置する。 

第１条 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に定める幼稚園を別表  

 のとおり設置する。 

（入園資格） （入園資格） 

第２条 東京都板橋区立幼稚園（以下「幼稚園」という。）に入園できる者

は、板橋区の区域内に住所を有するもので、年齢満３歳から小学校就学の

始期に達するまでの幼児とする。 

第２条 東京都板橋区立幼稚園（以下「幼稚園」という。）に入園できる者

は、板橋区の区域内に住所を有するもので、年齢満４歳から小学校就学の

始期に達するまでの幼児とする。 

第３条 略 第３条 略 

（     保育料及び預かり保育利用料） （入園料及び保育料          ） 

第４条 略 第４条 略 

２ 預かり保育（幼稚園の教育課程に係る教育時間（以下「教育時間」とい

う。）外に当該幼稚園に在籍する幼児を対象として行う保育をいう。以下

同じ。）を利用する者は、別表第２に定める額の預かり保育利用料を納付

しなければならない。 

本項追加 

３ 既納の保育料及び預かり保育利用料は、還付しない。ただし、教育委員

会が特別の事情があると認めたときは、その全部又は 一部を還付するこ

とができる。 

２ 既納の保育料          は、還付しない。ただし、教育委員

会が特別の事情があると認めたときは、その全部または一部を還付するこ

とができる。 

（保育料及び預かり保育利用料の減免） （保育料          の減免） 

第５条 教育委員会は、特別の事情があると認めるときは、保育料及び預か

り保育利用料を減額し、又は 免除することができる。 

第５条 教育委員会は、特別の事情があると認めるときは、保育料      

      を減額し、または免除することができる。 

第６条 略 第６条 略 

別表第１（第１条関係） 別表          

 略  略 

別表第２（第４条関係） 追加 
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新 旧 

 各月初日の幼児の属する世帯の階層区分 

預かり保育利用料（１回） 

 

 階層区

分 
定義及び条件 

 

 Ａ階層 生活保護法（昭和25年法律第144

号）による被保護世帯並びに中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第30号）

第14条第１項及び第３項に規定す

る支援給付（中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律の一部を

改正する法律（平成19年法律第127

号）附則第４条第１項に規定する

支援給付並びに中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律の一部

を改正する法律（平成25年法律第

106号）附則第２条第１項及び第２

項の規定によりなお従前の例によ

ることとされる支援給付を含む。）

受給世帯 

標準利用 無料  

延長利用 無料 

 Ｂ階層 Ａ階層を除き当年度分の特別区民

税又は市町村民税非課税世帯（特

別区民税又は市町村民税所得割非

課税世帯を含む。） 

標準利用 無料  

延長利用 無料 
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新 旧 

 Ｃ階層 Ａ階層を除き当年度分の特別区民

税又は市町村民税所得割課税世帯 

標準利用 600円 

（長期休業

中の実施日

における全

日利用にあ

っ て は 、

1,200円（長

期休業中の

実施日にお

ける半日利

用にあって

は、600円）） 

 

  

 延長利用 300円  

  

備考 

 １ この表において「長期休業中の実施日」とは、東京都板橋区立学校

の管理運営に関する規則（昭和53年板橋区教育委員会規則第６号）に

定める休業日のうち、教育委員会が別に定める預かり保育を実施する

日をいう。 

２ この表において「標準利用」とは、教育時間終了時から午後５時ま

で（長期休業中の実施日における全日利用にあっては午前９時から午

後５時まで、長期休業中の実施日における半日利用にあっては午前９

時から午後１時まで又は午後１時から午後５時まで）の間の利用をい

い、「延長利用」とは、午前７時30分から午前９時まで又は午後５時

から午後６時30分までの間の利用をいう。 

 

３ この表における特別区民税額又は市町村民税額の計算については、

東京都板橋区保育所等の保育費用に関する条例（平成９年板橋区条例

第14号）に規定する保育費用に係る特別区民税額又は市町村民税額の

計算の例による。 

 

４ 幼児の属する世帯の階層区分を保護者が証明することができない場  
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新 旧 

合は、当該世帯については、Ｃ階層に属するものとみなしてこの表の

規定を適用する。 

５ この表の規定の適用に際し、４月１日から８月31日までの利用に係

る預かり保育利用料の額を決定する場合においては、同表中「当年度

分」とあるのは、「前年度分」と読み替えるものとする。 
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